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In this paper, an unresolved fluid-structure coupling scheme was developed. The ISPH method, which is 
a particle method for incompressible flows, was used as a numerical method for fluid analysis. The ASI-
Gauss method, which can stably calculate nonlinear phenomenon including fracture was used as a 
numerical method for structural analysis. The numerical results had shown that the proposed method can 
calculate fluid forces reasonably well even when particle resolution is coarse with respect to member 
dimension. Furthermore, the proposed method can simulate process of fracture and advection of beam 
member subjected to fluid forces. 
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1． はじめに 

日本は世界有数の地震大国であり，2011年3月11日に発

生した東北地方太平洋沖地震など，これまでに多くの津

波被害を受けている．津波対策を講じる際，津波のような

自由表面を伴う非圧縮性流れを解く数値解析手法として

粒子法が有用である．さらに，津波被害をより正確に予測

するためには，建物の流失など，流体によって構造が破壊，

大移動する過程まで考慮する必要がある．そのため，津波

と建物が相互に影響しあう流体-構造連成 (Fluid-Structure 

Interaction，FSI) 問題として扱う必要がある．粒子法を用

いたFSI解析手法はこれまでにいくつか提案されている 

([1][2]など) が，いずれも構造物の形状を詳細に表現する，

つまり粒子で構造物を空間的に解像することを前提とし

ている (以下，このようなFSI解析手法を解像型と呼ぶ) ． 

一方，都市レベルで浸水域を予測するような大規模な

津波遡上解析では，現実的に使用できる計算資源を踏ま

えると粒子の直径を数[m]程度の大きさにすることが一

般的である[3][4]．この粒子径オーダーに対して，樹木や

家屋の構造部材などの断面寸法は高々数十[cm]程度であ

るため，部材の形状を十分細かく解像することができな

い．したがって，既存の連成解析手法はこのような広域の

問題には適用できない． 

そこで本研究では，部材の形状を陽に表現せずに，部材

に作用する流体力を抗力モデルに基づき流速から計算す

る非解像型のFSI解析手法を開発し，その妥当性の検証を

行う．流体解析には粒子法のうち，非圧縮性流れに適用で

きるISPH法[5]を用いる．構造部材の解析には，破断の表

現を精度よく行えるASI-Gauss法[6]を用いる． 

2． ISPH法 

(1) 基礎方程式 

 非圧縮性流れの質量保存則およびラグランジュ型の運

動量保存則は以下の式のように書ける． 

 

∇･𝒗 ൌ 0 ሺ1ሻ 
𝐷𝒗
𝐷𝑡

ൌ െ
1
𝜌

∇𝑝 ൅ 𝜈∇ଶ𝒗 ൅ 𝒈 ሺ2ሻ 

 

ここで，𝒗は速度，𝑡は時間，𝜌は密度，𝑝は圧力，𝜈は動粘

性係数，𝒈は重力加速度である． 

(2) 時間積分スキーム 

 ISPH 法では，速度を陽的に，圧力を陰的に計算する射

影法によって各ステップでの速度，圧力を計算する． 

 速度の更新は以下の式により行う． 

 

𝒗∗ ൌ 𝒗௡ ൅ ሺ𝜈𝛻ଶ𝒗௡ ൅ 𝒈ሻΔ𝑡 ሺ3ሻ 

 

𝒗௡ାଵ ൌ 𝒗∗ െ ൬
1
𝜌

𝛻𝑝௡ାଵ൰Δ𝑡 ሺ4ሻ 

ここで，添え字∗は n ステップと n+1 ステップの間に定義

される中間状態を表す．また，Δ𝑡は時間増分である． 



 圧力の更新は次式の圧力ポアソン方程式を解くことで

行う． 

 

𝛻ଶ𝑝௡ାଵ ൌ
𝜌

𝛥𝑡
𝛻･𝒗∗ ൅

𝛼ௗሺ𝜌 െ 𝜌ො௡ሻ

𝛥𝑡ଶ ሺ5ሻ 

 

ここで，𝜌ොは粒子の数値的な密度，𝛼ௗは緩和係数である． 

(3) SPH 法に基づく空間離散化 

 領域Ω内で連続なスカラー場𝜑は関数のカーネル近似

により次式のように近似できる． 

 

𝜑ሺ𝒙ሻ ൎ න 𝜑ሺ𝝃ሻ𝑊ሺ𝝃 െ 𝒙ሻ𝑑𝝃
⬚

ஐ
ሺ6ሻ 

 

SPH 法はこのカーネル近似に基づいた離散化スキームで

あり，式 (6) を粒子離散化近似した形で書くと， 

 

𝜑ሺ𝒙௜ሻ ൎ 〈𝜑〉௜ ൌ ෍ 𝑉௝𝜑௝𝑊௜௝

௝∈ℙ೔

ሺ7ሻ 

 

となる．ここで，ℙ௜は粒子𝑖の影響半径内に存在する粒子

の集合，𝑉௝は粒子𝑗が代表する体積である． 

 勾配，ラプラシアンなどの微分表現は，式 (7) と𝜑のテ

イラー展開から導出され，それぞれ以下の式で表される．

勾配は， 

 

𝛻𝜑ሺ𝒙௜ሻ ൎ 〈𝛻𝜑〉௜ ൌ ෍ 𝑉௝ሺ𝜑௝ െ 𝜑௜ሻ𝛻𝑊௜௝

௝∈ℙ೔

ሺ8ሻ 

 

と書ける．同様にラプラシアンは， 

 

𝛻ଶ𝜑ሺ𝒙௜ሻ ൎ 〈𝛻ଶ𝜑〉௜ 

ൌ 2 ෍ 𝑉௝ሺ𝜑௝ െ 𝜑௜ሻ
𝒙௝ െ 𝒙௜

ห𝒙௝ െ 𝒙௜ห
ଶ 𝛻𝑊௜௝

௝∈ℙ೔

ሺ9ሻ 

 

と書ける． 

(4) 自由表面判定 

 自由表面での圧力の境界条件を付与するため，自由表

面に位置する粒子を判定する必要がある．本研究では自

由表面判定に Marrone ら (2010) [7]の方法を用いる．この

方法では，モーメント行列𝒎௜と呼ばれる周囲の粒子分布

を表す行列およびその最小固有値𝜆௜
୫୧୬を用いた判定と，

幾何的な判定の 2 段階で判定を行う． 

 モーメント行列𝒎௜は次式のように表される． 

 

𝒎௜ ൌ ෍ 𝑉௝൫𝒙௝ െ 𝒙௜൯ ⊗ 𝛻𝑊௜௝

௝∈ℙ೔

ሺ10ሻ 

 

周囲に粒子が規則正しく充満している場合，𝒎௜は単位行

列となり，𝒎௜の最小固有値は𝜆௜
୫୧୬ ൌ 1となる．一方，自由

表面付近など，粒子が疎な位置では𝜆௜
୫୧୬は 0 に近い値を

とる．この特性を利用し，次式に従って自由表面判定を行

う． 

 

ቊ
𝜆௜

௠௜௡ ൑ 𝜆ୱ୮୪ୟୱ୦             → 𝑖 ∈ 𝔽

𝜆୧୬୬ୣ୰ ൏ 𝜆௜
௠௜௡           → 𝑖 ∉ 𝔽

ሺ11ሻ 

 

ここで，𝔽は自由表面に属する粒子の集合を表す．また，

本研究では𝜆ୱ୮୪ୟୱ୦ ൌ 0.2，𝜆୧୬୬ୣ୰ ൌ 0.9とした．式 (11)のい

ずれの場合も満たさない粒子に対しては，次の段階の幾

何的判定に移る． 

 幾何的判定では，式 (12) ，(13) で定義した外向き法線

ベクトルの方向の近傍に定義する探索領域に別の粒子が

存在しない場合，自由表面に属する粒子であると判定す

る． 

 

𝒏௜ ൎ
െ〈𝛻𝜆௜

௠௜௡〉

ห〈𝛻𝜆௜
௠௜௡〉ห

ሺ12ሻ 

 

〈𝛻𝜆௜
୫୧୬〉 ൌ 𝒎௜

ିଵ ෍ 𝑉௝൫𝜆௝ െ 𝜆௜൯𝛻𝑊௜௝

௝∈ℙ೔

ሺ13ሻ 

 

(5) 壁面の表現 

 本研究では水路の床，壁面の表現には大村ら (2023) [8]

の IERP 壁境界モデルを用いる．IERP モデルは，陽解法

の粒子法への適用が前提の ERP モデルをベースに，角部

分の表現を精緻化し，半陰解法の粒子法に適用できるよ

うに発展した壁境界モデルである． 

3． ASI-Gauss法 

(1) 離散化スキーム 

 空間の離散化はすべての変位が線形関数で定義される

線形チモシェンコはり要素を用いる．また，時間積分法に

はNewmarkのβ法を用いる．これらを用いると運動方程式，

速度，加速度ベクトルは以下の式のように与えられる． 

 
𝑴𝒖ሷ ௧ାΔ௧ ൅ 𝑪𝒖ሶ ௧ାΔ௧ ൅ 𝑲Δ𝒖 ൌ 𝑭௧ାΔ௧ െ 𝑹௧ ሺ14ሻ 

 

𝒖ሷ ௧ାΔ௧ ൌ ൬1 െ
1

2𝛽
൰ 𝒖ሷ ௧ െ

1

𝛽Δ𝑡
𝒖ሶ ௧ ൅

1

𝛽Δ𝑡ଶ
Δ𝒖 ሺ15ሻ 

 

𝒖ሶ ௧ାΔ௧ ൌ ൬1 െ
𝛿

2𝛽
൰ 𝒖ሷ ௧Δ𝑡 ൅ ൬1 െ

𝛿
𝛽

൰ 𝒖ሶ ௧ ൅
𝛿

𝛽Δ𝑡
Δ𝒖 ሺ16ሻ 

 

ここで，𝑴は全体質量マトリックス，𝑪は全体減衰マトリ

ックス，𝑲は全体剛性マトリックス，𝑭は節点外力ベクト

ル，𝑹は節点内力ベクトルである．また，𝛽，𝛿はNewmark

のβ法における重みパラメータであり，本研究ではLynnら 

(2007) [6]の研究を参考に𝛽 ൌ 4/9，𝛿 ൌ 5/6とする． 

 ASI-Gauss法では，1つの梁部材を2つの線形チモシェン

コはり要素で表現する．弾性域では応力評価点が3次はり

要素のものと一致するように数値積分点を配置し，塑性



ヒンジが生じた後は塑性ヒンジの位置と応力評価点が一

致するように数値積分点をシフトすることで，曲げ変形

を精度よく解ける． 

(2) 梁部材接触モデル 

 梁部材同士および梁部材と壁面の接触の表現は文献 

[8]の粒子ベース接触モデルを利用する．粒子ベース接触

モデルでは部材形状を粒子によって表すため，部材の形

状を考慮した接触が表現できる． 

(3) 梁部材破断モデル 

 破断の判定は文献 [8]の研究を参考に，以下の式で表さ

れるひずみ量による判定式を用いる． 

 

൬
𝜒௫

𝜒௫
௖൰

ଶ
൅ ቆ

𝜒௬

𝜒௬
௖ ቇ

ଶ

൅ ൬
𝜀௭௭

𝜀௭௭
௖ ൰

ଶ
൅ ൬

𝜀௫௭

𝜀௫௭
௖ ൰

ଶ
൅ ቆ

𝜀௬௭

𝜀௬௭
௖ ቇ

ଶ

൒ 1 ሺ17ሻ 

 

ここで，𝜒௫，𝜒௬はそれぞれ要素座標系𝑥軸，𝑦軸方向の曲

率，𝜀௭௭は軸ひずみ，𝜀௫௭，𝜀௬௭はそれぞれ𝑥軸，𝑦軸方向のせ

ん断ひずみである．また，上添え字の𝑐はひずみの破断臨

界値を表す．破断が判定された要素は，塑性ヒンジの位置

にを破断面とし，新たな節点を生成して要素を分離させ

る． 

4． ISPH法とASI-Gauss法の非解像型カップリン

グ手法 

(1) 抗力モデル 

a) 梁部材に作用する流体抗力 

 山邊ら (2005) [9]を参考に，流れ方向と梁部材のなす角

𝜃を用いると，流れの中に存在する梁部材に働く抗力𝒇஽を

以下の式 (18) のように計算する． 

 

𝒇஽ ൌ
1
2

𝐶஽𝜌𝒗cos𝜃|𝒗cos𝜃|𝐷𝑙 ሺ18ሻ 

 

ここで，𝐶஽は抗力係数，𝒗は流速，𝐷は梁部材の流れ方向

への投影幅，𝑙は梁部材の水没部長さである．  

b) 水没部長さ 

 式 (18) を用いて抗力を計算するためには，梁部材の水

没部長さ𝑙を求める必要がある．そこで，式 (10) のモーメ

ント行列𝒎の最小固有値𝜆୫୧୬を利用し，部材の水没部長さ

を計算する．平らな自由表面上での𝜆୫୧୬を考えると，影響

半径の半分は水粒子で満たされ，もう半分は水粒子が存

在しない空隙域となる．その場合，𝜆୫୧୬は理論上𝜆୫୧୬ ൌ

0.5となる．したがって本研究では，梁部材のうち𝜆୫୧୬ ൒

𝜆ୱ୳୰୤ୟୡୣ  (𝜆ୱ୳୰୤ୟୡୣ ൌ 0.5 ) となる部分を水没しているとみ

なし，部材の水没部長さ𝑙を計算する． 

c) 部材の分割 

 はり部材の軸方向に流速が分布する場合，抗力の値も

流速分布に応じた分布を持つ．そこで，はり部材を流体の

空間解像度に応じて複数の小部材に分割し，それぞれの

小部材ごとに流体力計算を行う．本研究では，分割間隔を

流体粒子の粒子径𝑑とした．また，小部材が受ける流体力

の作用点はそれぞれの小部材の重心位置とした． 

d) 小部材ごとの流体力計算 

 式 (18) の抗力の式を小部材𝑖に働く抗力の式に書き換

えると次の式となる． 

 

𝒇஽௜ ൌ
1
2

𝐶஽𝜌𝒗௜𝑐𝑜𝑠𝜃|𝒗௜𝑐𝑜𝑠𝜃|𝐷𝑙௜ ሺ19ሻ 

 

𝒇஽௜は小部材𝑖に働く抗力，𝒗௜は小部材𝑖における流速，𝑙௜は

小部材𝑖の水没部長さを表す． 

 小部材𝑖における𝒗௜，𝜆௜
୫୧୬を計算する際は，小部材𝑖の重

心位置から上流側に計算点𝑖୳୮୮ୣ୰を設置し，計算点𝑖୳୮୮ୣ୰

で内挿近似を行う．本研究では，計算点𝑖୳୮୮ୣ୰の設置位置

を小部材の重心位置から部材幅分上流の位置とした．計

算点𝑖୳୮୮ୣ୰での内挿計算には自由表面や壁近傍の粒子の

空隙域を考慮し，修正カーネル関数を利用する． 

小部材𝑖の水没部長さ𝑙௜は，計算点𝑖୳୮୮ୣ୰で計算された

𝜆௜
୫୧୬の値を利用し，以下の式に従って計算する． 

 

𝑙௜ ൌ

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧ 0                         ൫𝜆௜

୫୧୬ ൏ 𝜆ୱ୳୰୤ୟୡୣ൯

𝑑
𝜆௜

୫୧୬ െ 𝜆ୱ୳୰୤ୟୡୣ

𝜆୧୬୬ୣ୰ െ 𝜆ୱ୳୰୤ୟୡୣ               ൫𝜆ୱ୳୰୤ୟୡୣ ൑ 𝜆௜
୫୧୬ ൑ 𝜆୧୬୬ୣ୰൯

𝑑                        ൫𝜆௜
୫୧୬ ൐ 𝜆୧୬୬ୣ୰൯

ሺ20ሻ 

 

ここで𝑑は小部材の長さである． 

 抗力係数に関して，本研究では対象とする梁部材を正 

方形断面の角柱と考え，Sevhan ら (2018) [10]の研究を参

考に角柱の迎え角に応じた抗力係数の近似曲線を用いた

（図 1）． 

 また，小部材に働く流体力として，抗力の他に浮力を考

える．浮力は以下の式により計算する． 

 

𝒇஻௜ ൌ െ𝜌𝒈𝐴𝑙௜ ሺ21ሻ 

 

ここで𝐴は部材の断面積，𝑙௜は小部材𝑖の水没部長さ，𝒈は

重力加速度である． 

構造解析の手法に FEM を利用しているため，以上によ

り求めた小部材ごとの流体力𝒇஽௜，𝒇஻௜をそれぞれの要素の 

 

 

図 1 迎え角-抗力係数関係の近似曲線 



節点力に変換する必要がある．小部材𝑖の抗力𝒇஽௜の節点力

変換は以下の式 (22) ，(23) に従って行う．また，浮力𝒇஻௜

も同様に変換する． 

 

𝑭஽ଵ ൌ
1
2

ሺ1 െ 𝜉௜ሻ𝒇஽௜ ሺ22ሻ 

 

𝑭஽ଶ ൌ
1
2

ሺ1 ൅ 𝜉௜ሻ𝒇஽௜ ሺ23ሻ 

 

ここで添え字 1，2 は局所節点番号を表す．また，𝜉௜は小

部材の重心位置を要素座標系で表したもので，െ1 ൑ 𝜉௜ ൑

1の値をとる． 

e) 流体への反作用力 

 流体と構造物間の力のつり合いを満たすため，𝒇஽௜の逆

向きの力െ𝒇஽௜を小部材𝑖の重心を中心とする影響範囲内

の流体粒子𝑘へ分配して，反作用力𝒇௞
ୠୟୡ୩として加える．な

お，反作用力𝒇௞
ୠୟୡ୩は以下の式により定義する． 

 

𝒇௞
௕௔௖௞ ൌ െ𝒇஽௜

𝑉௞𝑊௜௞

∑ 𝑉௝𝑊௜௝௝∈ℙ೔

  ሺ𝑘 ∈ ℙ௜ሻ ሺ24ሻ 

 

5． 提案手法の妥当性検証 

(1) 解像型連成解析との比較 

 提案手法の妥当性を検証するため角柱部材付きダムブ

レイク問題を，提案手法である非解像型連成手法とPMS

モデル[11]による解像型連成手法それぞれで解き，角柱に

働く流体力を比較する． 

 対象とする系の概観を図2，3に示す．流体の粒子径は

5 ൈ 10ିସ[m]で固定とした．この粒子径は一辺0.05[m]の角

柱の断面形状を十分詳細に表現できるため，解像型連成

手法により精度よく角柱に働く流体力が計算できる．角

柱の材質は鋼材を想定し材料定数を設定した．流体解析

条件，構造解析条件はそれぞれ表1，2の通りである．水路

の壁面と流体の間の摩擦は考慮しない自由滑り条件とし

た．また，ダムブレイク問題では流れの方向がX軸正の方

向であるため，非解像型連成手法ではX軸負の方向を上流

側の方向として物理量計算点を設置した． 

 解像型連成手法と提案した非解像型連成手法の結果を

比較したグラフを図4にまとめた．図4をみると，提案手法

での結果は解像型連成手法の結果によく一致しており，

提案手法により妥当に流体力が得られることが確認でき

る． 

(2) 空間解像度が異なるケースでの比較 

 部材の断面寸法に対する流体の空間解像度の比が異な

るケースの比較を行う．検証対象の系は5. 1節と同様のも

のとし，粒子径は固定のまま角柱幅を変える．角柱の一辺

の長さは0.0005，0.001，0.0025，0.005，0.01，0.025，0.05[m]

の7種類とする．得られた流体力を角柱幅𝐷で除すことで

正規化する．正規化したそれぞれの値を前項で妥当性が

確認できた幅0.05[m]のものと比較することで，角柱に対

する粒子の解像度ごとの妥当性の検証を行う．なお，変形

の影響を無視するため，角柱の断面定数は前項で使用し

た0.05[m]の角柱のものを用いる． 

解析の結果を図5に示す．図5より，正規化した抗力が角

柱幅0.05[m]の場合と近い値をとっていることが確認でき

る．流体力が発生するタイミングに遅れが生じている原

因は，抗力計算に用いる物理量を計算する計算点𝑖୳୮୮ୣ୰の

位置の違いによるものである．すなわち，計算点𝑖୳୮୮ୣ୰は

小部材の重心位置から上流側に角柱幅分シフトさせた位

置に設けているため，角柱幅が大きいケースほど早いタ

イミングで流体力が発生しているためである．また，0.2[s]

付近の抗力のピーク値が部材幅0.05，0.025[m]のケースで

は部材が細くなるにつれ抗力が小さくなっている一方，

部材幅0.01~0.0005[m]のケースでは部材幅が細くなるに

つれて抗力が大きくなっている．前者の理由は計算点

𝑖୳୮୮ୣ୰の位置は小部材の重心位置から部材幅分シフトさ

せた位置に設けいているため，水没部長さ𝑙の値が部材幅

が大きいほど大きくなったからである．一方後者の理由

は，部材から流体への反作用力により部材付近の流速が

低下していることが原因である．部材幅が粒子径に対し

て大きいほど大きな反作用力が流体粒子に作用し流速の

低下も大きくなる．部材幅0.05，0.025[m]のケースでは部

材幅が十分大きいため，部材付近の流速低下の影響を受

けない位置に計算点𝑖୳୮୮ୣ୰を設置できていたが，部材幅

0.01~0.0005[m]のケースでは部材幅が小さく計算点𝑖୳୮୮ୣ୰

を部材付近の流速低下の影響を受けない程度上流側にシ

フトできていなかった．実際，小部材ごとの抗力計算に用

いた流速の平均値の時刻歴  (図6) を見ると，部材幅

0.01~0.0005[m]では部材幅が細くなるごとに平均流速が

大きくなることが確認できる．この結果から，多少の差が

存在するが，粒子径が角柱の形状に比べて粗い場合にお

いても妥当に流体力計算が行えることが確認できた． 

 

 

 

 

 

 

図 2 ダムブレイク問題における系の概観(正面図)

図 3 ダムブレイク問題における系の概観(側面図) 



 

時間増分� 5.0 ൈ 10ିସ ሾsሿ�

総ステップ数� 1000�

粒子径� 5.0 ൈ 10ିଷ ሾmሿ�

総流体粒子数� 128000�

影響半径� 粒子径 ൈ 2.4�

緩和係数� 5.0 ൈ 10ିଷ�

滑り率� 1.0�

密度� 1.0 ൈ 10ଷ ሾkg/mଷሿ�

動粘性係数� 1.0 ൈ 10ି଺ ሾmଶ/sሿ�

重力加速度� 9.8 ሾm/sଶሿ�

 

 

 

時間増分� 5.0 ൈ 10ିସ ሾsሿ�

総ステップ数� 1000�

ヤング率� 7.93 ൈ 10଻ ሾN/mଶሿ�

ポアソン比� 0.4�

降伏応力� 5.98 ൈ 10଺ ሾN/mଶሿ�

密度� 4.91 ൈ 10ଶ ሾkg/mଷሿ�

重力加速度� 9.8 ሾm/sଶሿ�

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6． 角柱の流失シミュレーション 

 提案手法により角柱の流失シミュレーションを行う．

対象とする系は5.1節で用いたものと同様とする．また，

角柱の破断が生じるように構造部材の降伏応力の値を仮

想的に小さくする．さらに，角柱が破断後に流れに沿って

移流する過程を表現するために，部材軸方向の抗力も計

算する．簡単のため，軸方向の抗力計算に用いる抗力係数

は軸直交方向の抗力係数と同じものを使用した．シミュ

レーションの可視化結果を図7に示す．図7を見ると，角柱

が流体により破断し，流されていく様子が再現されてい

る． 

表 2 ダムブレイク問題における構造解析条件

図 4 PMS モデルと提案手法の X軸方向流体力の比較 

表 1 ダムブレイク問題における流体解析条件

図5 正規化したX軸方向流体力の比較

図 6 抗力計算に用いた X軸方向流速の平均値の角柱

幅ごとの比較 

(a) 時刻 0.175[s]で角柱が破断する様子

(b) 時刻0.300[s]で角柱が移流する様子 

図 7 角柱流失シミュレーションの様子



7． 結論 

本研究では，粒子径が部材の寸法に対し大きい場合に

おいても発生する流体力を妥当に計算できる非解像型の

流体-構造連成解析手法の開発を行った.妥当性および有

効性を検証するために，開発した非解像型の連成手法と，

PMSを利用した解像型の連成手法をダムブレイク問題に

より比較したところ，以下の結果が得られた． 

● 解像型連成では計算が不可能なほど部材断面寸法

に対して粒子径が粗い場合においても，提案した

非解像型連成では妥当に流体力を計算できること

が確認された． 

● 提案した非解像型連成解析手法によって，構造部

材が流体力を受け，破断，流出していく挙動を再現

できることが確認された． 
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